


PwC

J-クレジット制度とは
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Ｊ－クレジット制度とは、省エネルギー設備の導入や再生可能エネルギーの利用によるCO2等の排出削減量や、適
切な森林管理によるCO2等の吸収量を「クレジット」として国が認証する制度です。本制度により創出されたクレジッ
トは、経団連カーボンニュートラル行動計画の目標達成やカーボン・オフセットなど、様々な用途に活用できます。







5

J-クレジット制度（プログラム型）
家庭用の太陽光発電設備等、小規模な削減活動を取りまとめて一括でＪ－クレジットを創出する
ことも可能。そのような形態を「プログラム型プロジェクト」という。メリットとしては以下があげられる。
① 単独では非現実的な小規模な削減活動からＪ－クレジットを創出することが可能。
② 削減活動を随時追加することで、プロジェクトの規模を拡大することが可能。
③ 登録や審査等にかかる手続・コストを削減することが可能。

J-クレジット創出
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J-クレジット制度への登録、認証の大まかな流れ

6※J-クレジット制度HPより
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方法論一覧 ①
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• 方法論とは、温室効果ガスを削減する技術や方法ごとに排出削減算定方法やモニタリング方法等
を規定したもので、現在、69の方法論を承認（2023年3月時点）。

（内訳：省エネルギー等42、再生可能エネルギー11、工業プロセス５、農業5、廃棄物3、森林3）

※J-クレジット制度HPより
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方法論一覧 ②

10※J-クレジット制度HPより
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方法論一覧 ③
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※J-クレジット制度HPより
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方法論一覧 ④
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※J-クレジット制度HPより
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（参考）J-クレジットの入札状況の推移（平均落札価格）

※J-クレジット制度HP J-クレジット制度の統計資料より
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カーボン・オフセット
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カーボン・オフセットとは
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（出所）J-クレジット制度ウェブサイト等をもとにPwC作成

日常生活や企業等の活動で、どんなに努力をしても発生してしまうCO2（＝カーボン）を、森林によ
る吸収や省エネ設備への更新による創出された他の場所の削減分で埋め合わせ（＝オフセット）す
る取組がカーボン・オフセットです。

 製品販売・サービス提供
 イベント実施
 事業活動 など

 省エネ実施
 再生可能エネルギー導入
 森林吸収 など

カーボン・オフセットに用いることができるCO2削減量
（＝クレジット）を認証する制度として「J-クレジット制
度」などがあります

カーボン・オフセットを行うことで、環境への貢献をPRした
り、企業のCSR活動や製製品・サービスのブランディング
に活用できます
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カーボン・オフセット事例 （高知龍馬マラソン）

17

１．イベントの概要
高知龍馬マラソン2020の開催にあたり、参加者の移動に係るCO2排出量100tについてカーボン・オフセットを行うこ
とにより、高知の豊かな自然に配慮した環境にやさしい大会を目指しています。

２．開催日時
令和2年2月16日（日）雨天決行 9:00スタート 16:00競技終了
制限時間：7時間
参加定員：10,000人

３．カーボン・オフセットの内容
高知龍馬マラソン2020の開催にあたり、参加者が居住地から開催地に移動する際に使用する主要交通手段から
排出される約100t分のCO2についてカーボン・オフセットを行っています。
１００ｔ分のクレジットは、ニッポン高度紙工業株式会社様が社有林における森林保護活動により取得された高
知県J-VERクレジットを提供していただいているものです。
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カーボン・オフセット事例 （愛顔（えがお）つなぐえひめ国体・えひめ大会）
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 イベント概要
• イベント実施期間：えひめ国体（平成29年9月30日～平成29年10月10日）、えひめ大会（平成29年10月28日

～平成29年10月30日）
• 愛顔（えがお）つなぐえひめ国体・えひめ大会を「環境に優しい大会」とするため、期間中の県内のバス輸送に係るCO2排

出量約100tを愛媛県産J-VERでカーボン・オフセット

 主催者・後援
• 主催者：愛顔（えがお）つなぐえひめ国体・えひめ大会実行委員会

 カーボン・オフセットの内容
• えひめ国体・えひめ大会期間中の県内バス輸送に係るCO2排出量約100tをカーボン・オフセット（バス１台当たりの排出

量16.4kg×期間中必要台数6,264台＝102,729.6kg）

（出所）J-クレジット制度ウェブサイト等をもとにPwC作成





www.pwc.com/jp/sustainability

Jクレジットに関するご質問・ご相談があれば、お気軽にご連絡
ください。
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